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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 

人口減少や高齢化が進行する中で、公共施設や公共サービスは多くの課題を抱えている。

施設ストックの集約・再編や財政支出の抑制が加速化しており、住民のニーズと提供サービ

スとの間に不整合な場面も多い。一方で、自治会など住民自らが主体的に企画・運営・維持・

管理する地域施設では、施設と地域コミュニティ活動とが密接に関連しており、また住民の

相互合意が得られている場合も多い。今後、さまざまな地域コミュニティ交流を活性化させ

る上で、住民の自宅から徒歩圏内に位置する小規模な集会施設への期待は非常に大きいとい

える。 

 本研究は、地方自治体による自治会集会施設への「建設費助成制度」に着目し、「資金計画」、

「建築計画」、「事業計画」、「運営計画」の視点からその実態を明らかにし、今後の自治会集

会施設の計画手法を確立しようとしたものである。 

 

 第 1 章は、研究の目的と方法および既往研究について述べている。 

 第２章は、公民館と集会施設についての歴史および現行制度と福岡市の実情について述べ

ている。 

 第３章は、福岡市の建設費助成制度についてその手法と仕組みについて述べるとともに、

過去6年間分の助成交付事例の資金計画の分析から、建築種別や自己資本比率との関係からみ

た事業規模について明らかにしている。 

 第４章は、福岡市と同等規模の人口を有する神戸市・京都市・仙台市という政令市の事例

分析から、助成交付件数や改修工事に対する助成金額などでは仙台市が他を圧倒するが新築

に限ると助成金額は神戸市が最も高いなど、自治体により手法が異なり制度そのものに差が

あることを明らかにしている。 

 第 5 章は、福岡市で建設費助成金の交付を受け新築した集会施設の建築計画について、立

地と配置・空間ボリューム・外観デザイン、すなわち「広場型」と「宅地型」の有する特性

を明らかにした上で、集会施設に求められる外部空間の公共性と既存住宅との近接性につい

て論じている。 

 第 6 章は、自治集会施設の全国的な動向を把握するために主要建築専門雑誌を考察し、多

様化する事業方式や設計手法などの建築計画上の特徴、単純な意匠でありながら大屋根によ

り地域社会との近接性を図るなどの建築意匠の傾向について論じている。 

 第 7 章は、福岡市の助成金交付対象建替事例の個別事例分析から、特に事業収支に着目し



て自治集会施設の事業計画の課題を明らかにしている。 

 第 8 章は、福岡市による自治組織アンケート調査の再分析と現地調査から、自治組織の集

会施設運営に関する要望と空間計画の実情にはズレがあり、自治体が掲げる支援項目と地域

自治組織が求める支援とが乖離していることについて論じた。 

 第 9 章は、地方自治体による助成金交付が、自治組織による新築事業決定にどのような影

響を与えたかについて言及している。施設建設の決定要因は、自治組織構成員からの要望や

予期せぬ震災による損傷、設備機器等の故障など長期的には予測しづらい外的要因で決定さ

れるケースが多く、資金積立が十分でない自治組織にとって助成金の効果は大きい。一方で

決算書の分析からは、建設費積立金には町内会費が充当されることが多く、施設維持には地

域住民の負担が大きいことを明らかにしている。民間による営利活動が可能な施設特性をい

かして、施設利用料を運営費に補填するといった利用方法の改善について指摘している。 

 第 10 章は、研究のまとめとして、「都市型ライフスタイル」や「高齢社会でのコミュニテ

ィ活動」など次世代の集会施設建設ための「事業のありかた」および「公的支援のありかた」

について展望し総括した。 

 以上のように、本研究は、基礎自治体による建設費助成金制度の手法と成果を実態的に明

らかにした上で、詳細な資金計画や決算報告の解析と結果に基づいた次世代の集会所計画へ

の視点を提供していると同時に、地域計画学・建築計画学の発展に大いなる寄与を行ってい

る。また、研究の成果は、今後の自治組織による集会所計画・運営に大きな参考となると考

えられる。 

 よって本論文は博士（工学）の学位論文として合格と認められる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


